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c

地
方
公
務
員
共
済
組
合
は
、
組
合
員
た
る
被
保

険
者
に
係
る
厚
生
年
金
の
保
険
料
並
び
に
短
期
給

付
及
び
福
祉
事
業
の
掛
金
を
一
体
的
に
徴
収
す
る

こ
と
と
し
た
。（
第
一
一
四
条
〜
第
一
一
五
条
関

係
）

d

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
短
期
給
付
及
び

長
期
給
付
の
制
度
は
、
地
方
公
務
員
法
第
四
三
条

に
規
定
す
る
共
済
制
度
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第

一
四
五
条
関
係
）

２

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
長
期
給
付
等
に
関

す
る
施
行
法
関
係

追
加
費
用
対
象
期
間
を
有
す
る
者
の
退
職
共
済
年

金
等
の
額
（
年
額
）
に
つ
い
て
、
そ
の
年
金
額
が
控

除
調
整
下
限
額
（
二
三
〇
万
円
に
各
年
度
の
再
評
価

率
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
じ
て
得
た
金
額
）
を
超
え
る
と
き

は
、
当
該
年
金
額
は
、
追
加
費
用
対
象
期
間
に
係
る

当
該
年
金
額
の
一
〇
〇
分
の
二
七
に
相
当
す
る
額
を

控
除
し
た
金
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
そ

の
控
除
額
が
控
除
前
の
年
金
額
の
一
〇
〇
分
の
一
〇

に
相
当
す
る
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
一
〇
〇
分

の
一
〇
に
相
当
す
る
額
を
当
該
控
除
額
と
し
、
控
除

後
の
年
金
額
が
控
除
調
整
下
限
額
よ
り
少
な
い
と
き

は
、
控
除
調
整
下
限
額
を
も
っ
て
当
該
年
金
額
と
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
条
の
二
、
第
二
二
条
の
二

及
び
第
二
七
条
の
二
関
係
）

四

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
及
び
日
本
私
立
学
校
振

興
・
共
済
事
業
団
法
の
一
部
改
正
関
係

１

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
関
係

^

準
用
す
る
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
の
長
期
給

付
関
係
規
定
の
改
正
に
伴
う
読
替
え
規
定
の
削
除

等
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第

二
五
条
〜
第
二
五
条
の
三
関
係
）

_

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
は
、
私
学

共
済
制
度
の
加
入
者
た
る
被
保
険
者
に
係
る
厚
生

年
金
の
保
険
料
を
共
済
掛
金
と
一
体
的
に
徴
収
す

る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
七
条
関
係
）

２

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
法
関
係

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
は
、
そ
の
業

務
と
し
て
厚
生
年
金
保
険
法
に
よ
る
保
険
給
付
等
を

行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
二
三
条
関
係
）

五

国
民
年
金
法
の
一
部
改
正
関
係

厚
生
年
金
保
険
法
の
一
部
改
正
に
お
け
る
実
施
機
関

の
規
定
の
整
備
に
伴
う
用
語
の
整
理
等
の
所
要
の
規
定

の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

六

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

厚
生
年
金
勘
定
の
歳
入
に
実
施
機
関
（
厚
生
労
働
大

臣
を
除
く
。）か
ら
の
拠
出
金
を
加
え
、
歳
出
に
実
施
機

関
（
厚
生
労
働
大
臣
を
除
く
。）へ
の
交
付
金
を
加
え
る

等
の
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
一
一

条
関
係
）

七

恩
給
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関

係
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内

に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
の
属
す
る
月
以
降
の
文
官

に
給
す
る
普
通
恩
給
等
の
年
額
に
つ
い
て
、
当
該
年
額

が
控
除
調
整
下
限
額
（
二
三
〇
万
円
に
各
年
度
の
再
評

価
率
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
じ
て
得
た
額
）を
超
え
る
と
き
は
、

当
該
年
額
に
〇
・
九
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
と

し
た
。
た
だ
し
、
そ
の
額
が
控
除
調
整
下
限
額
に
満
た

な
い
と
き
は
、控
除
調
整
下
限
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
六
条
関
係
）

八

経
過
措
置

１

厚
生
年
金
保
険
制
度
に
お
け
る
年
金
た
る
保
険
給

付
に
関
す
る
経
過
措
置
等

^

旧
国
家
公
務
員
共
済
組
合
員
期
間
、
旧
地
方
公

務
員
共
済
組
合
員
期
間
及
び
旧
私
立
学
校
教
職
員

共
済
加
入
者
期
間
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険

者
で
あ
っ
た
期
間
と
み
な
す
こ
と
と
し
た
。（
被
用

者
年
金
制
度
の
一
元
化
等
を
図
る
た
め
の
厚
生
年

金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
七

条
関
係
）

_

施
行
日
以
前
に
お
い
て
共
済
組
合
等
が
支
給
す

る
改
正
前
共
済
法
の
規
定
に
よ
る
年
金
で
あ
る
給

付
の
受
給
権
を
有
し
て
い
た
者
に
支
給
す
る
厚
生

年
金
保
険
法
に
よ
る
老
齢
厚
生
年
金
の
額
に
つ
い

て
は
、
当
該
年
金
で
あ
る
給
付
の
額
の
計
算
の
基

礎
と
な
っ
た
旧
国
家
公
務
員
共
済
組
員
期
間
、
旧

地
方
公
務
員
共
済
組
合
員
期
間
及
び
旧
私
立
学
校

教
職
員
共
済
加
入
者
期
間
は
、
計
算
の
基
礎
と
し

な
い
こ
と
と
し
た
。（
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化

等
を
図
る
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
一
条
関
係
）

`

保
険
料
率
の
経
過
的
特
例
（
被
用
者
年
金
制
度

の
一
元
化
等
を
図
る
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
八
三
条
〜
第
八

五
条
関
係
）

\

国
家
公
務
員
共
済
組
合
及
び
地
方
公
務
員
共

済
組
合
の
組
合
員
た
る
被
保
険
者
等
の
保
険
料

率

保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
の
属
す
る

月
か
ら
平
成
二
八
年
八
月
ま
で
の
月
分
の
一
、

〇
〇
〇
分
の
一
七
二
・
七
八
か
ら
、
毎
年
度

一
、
〇
〇
〇
分
の
三
・
五
四
ず
つ
引
き
上
げ
、

平
成
二
九
年
九
月
か
ら
平
成
三
〇
年
八
月
ま
で

の
月
分
に
つ
い
て
は
一
、
〇
〇
〇
分
の
一
七

九
・
八
六
と
し
、
平
成
三
〇
年
九
月
に
一
、
〇

〇
〇
分
の
一
八
三
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

]

私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
た
る
被
保
険
者
等

の
保
険
料
率

保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
の
属
す
る

月
か
ら
平
成
二
八
年
三
月
ま
で
の
月
分
の
一
、

〇
〇
〇
分
の
一
四
三
・
五
四
か
ら
、
毎
年
度

一
、
〇
〇
〇
分
の
三
・
五
四
ず
つ
引
き
上
げ
、

平
成
三
八
年
四
月
か
ら
平
成
三
九
年
三
月
ま
で

の
月
分
に
つ
い
て
は
一
、
〇
〇
〇
分
の
一
八

二
・
四
八
と
し
、
平
成
三
九
年
四
月
に
一
、
〇

〇
〇
分
の
一
八
三
と
す
る
ほ
か
、
被
保
険
者
等

の
負
担
す
る
保
険
料
の
一
部
に
つ
い
て
、
実
施

機
関
積
立
金
以
外
の
積
立
金
の
一
部
を
も
っ
て

充
て
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

a

在
職
支
給
停
止
の
強
化
に
伴
う
既
裁
定
年
金
へ

の
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
の
経
過
的
な
措
置
を
講

じ
、
賃
金
と
改
正
前
の
在
職
支
給
停
止
に
よ
る
支

給
停
止
後
の
年
金
額
と
の
合
計
額
の
一
〇
〇
分
の

一
〇
に
相
当
す
る
額
を
改
正
後
の
在
職
支
給
停
止

の
支
給
停
止
額
の
上
限
と
す
る
と
と
も
に
、
特
別

支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
に
係
る
在
職
支
給
停
止
に

つ
い
て
は
、
賃
金
と
改
正
前
の
在
職
支
給
停
止
に

よ
る
支
給
停
止
後
の
年
金
額
の
合
計
額
（
月
額
）

が
三
五
万
円
を
下
回
っ
て
停
止
し
な
い
こ
と
と
し

た
。（
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
等
を
図
る
た
め

の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

附
則
第
一
三
条
〜
第
一
七
条
関
係
）

九

検
討
（
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
等
を
図
る
た
め

の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則

第
二
条
及
び
第
三
条
関
係
）

１

公
務
員
等
の
職
域
加
算
額
廃
止
後
の
新
た
な
年
金

に
つ
い
て
は
、
平
成
二
四
年
中
に
検
討
を
行
い
、
そ

の
結
果
に
基
づ
い
て
、
別
に
法
律
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
職
域
加
算
額
の
廃
止
と
同
時
に
設
け
る
こ

と
と
し
た
。

２

職
域
加
算
額
の
廃
止
に
伴
う
必
要
な
経
過
措
置
に

つ
い
て
は
、
別
に
法
律
で
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

一
〇

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
七
年
一
〇
月
一
日
か
ら
施

行
す
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
二
の
２
、
三
の
２

及
び
七
の
事
項
は
、
こ
の
法
律
の
公
布
の
日
か
ら
起

算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
で
政
令
で
定
め
る
日

か
ら
、
三
の
１
の
^

は
平
成
二
六
年
一
二
月
一
日
か

ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
（
法
律
第
六
四
号
）（
内
閣

官
房
）

１

総
則

^

目
的

こ
の
法
律
は
、
近
年
の
急
速
な
少
子
高
齢
化
の
進

展
等
に
よ
る
社
会
保
障
給
付
に
要
す
る
費
用
の
増
大

及
び
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
伴
い
、
社
会
保
険
料

に
係
る
国
民
の
負
担
が
増
大
す
る
と
と
も
に
、
国
及

び
地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
が
社
会
保
障
制
度
に

係
る
負
担
の
増
大
に
よ
り
悪
化
し
て
い
る
こ
と
等
に

鑑
み
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
二
一
年
法
律
第
一
三
号
）
附
則
第
一
〇
四
条
の
規

定
の
趣
旨
を
踏
ま
え
て
安
定
し
た
財
源
を
確
保
し
つ

つ
受
益
と
負
担
の
均
衡
が
と
れ
た
持
続
可
能
な
社
会

保
障
制
度
の
確
立
を
図
る
た
め
、
社
会
保
障
制
度
改

革
に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
的
な
考
え
方
そ
の
他
の
基

本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
と
と
も
に
、
社
会
保
障
制

度
改
革
国
民
会
議
を
設
置
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
こ

れ
を
総
合
的
か
つ
集
中
的
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

_

基
本
的
な
考
え
方

社
会
保
障
制
度
改
革
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
基

本
と
し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第

二
条
関
係
）

\

自
助
、
共
助
及
び
公
助
が
最
も
適
切
に
組
み
合

わ
さ
れ
る
よ
う
留
意
し
つ
つ
、
国
民
が
自
立
し
た

生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
家
族
相
互
及

び
国
民
相
互
の
助
け
合
い
の
仕
組
み
を
通
じ
て
そ

の
実
現
を
支
援
し
て
い
く
こ
と
。

]

社
会
保
障
の
機
能
の
充
実
と
給
付
の
重
点
化
及

び
制
度
の
運
営
の
効
率
化
と
を
同
時
に
行
い
、
税

金
や
社
会
保
険
料
を
納
付
す
る
者
の
立
場
に
立
っ

て
、
負
担
の
増
大
を
抑
制
し
つ
つ
、
持
続
可
能
な

制
度
を
実
現
す
る
こ
と
。
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